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株式会社ラボネットワークとの業務提携契約締結のお知らせ 

 

当社は、平成 26年６月３日付で「株式会社ラボネットワークとの業務提携に関する基本合意のお知らせ」を公表

し、当社と株式会社ラボネットワーク（埼玉県川口市、代表取締役社長：櫻井 均、以下「ラボネットワーク」）と

の間で締結した業務提携に関する基本合意書に基づき、具体的に詳細の検討を進めてまいりましたところ、両社が

協業することによる相乗効果が見込まれることが確認できたことから、本日開催の取締役会においてラボネットワ

ークとの業務提携を行う旨を決議いたしました。また、同日付でラボネットワークと業務提携契約（以下「本提携

契約」）を締結いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

１. 本提携契約締結の理由 

当社は、学校写真事業者に対して、当社が運営する WEB サイト「スナップスナップ」（URL：http://snapsnap.jp/、

以下「スナップスナップ」）を利用して学校写真をインターネットで販売するシステムと当社が蓄積している学校写

真の撮影・販売ノウハウを併せて提供するフォトクラウド事業を展開しており、1,700 教育機関（平成 26 年 12 月

31 日現在）に導入されています。 

このたびの業務提携先であるラボネットワークは、国内に 11ヶ所の営業拠点を設け、全国的に営業ネットワーク

を展開しており、取引先の写真事業者を介して約 18,000 教育機関と関わりがあり、写真事業者に対して同社が運営

する Web サイト「イベントフォトギャラリー」（URL：https://www.satsuei.biz/、以下「イベントフォトギャラリ

ー」）を利用した写真のインターネット販売システムを提供しております。 

国内に存在する約 79,000教育機関の内、インターネット写真販売システムの導入比率が当社を含む全体で約７～

８%と拡大余地が多く残されている市場環境において、当社の持つ学校写真のインターネット販売に係るノウハウと

ラボネットワークが持つ全国的な顧客基盤および営業ネットワークを活かし、学校写真のインターネット販売サー

ビスを共同で展開していくために、本提携契約を締結することとなりました。 

 

２. 本提携の内容 

本提携契約に基づき、当社は、学校写真事業者様との取引窓口をラボネットワークに順次移管し、ラボネットワ

ークに一本化いたします。 
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ラボネットワークは、学校写真事業者様に提供しているインターネット販売のシステムをイベントフォトギャラ

リーからスナップスナップに順次移行し、スナップスナップに一本化いたします。 

これにより、既に 1,700教育機関に導入されているスナップスナップが、ラボネットワークと取引のある約 18,000

教育機関へと順次導入されることになります。 

 

３. 本提携の相手先の概要 

（１）名称 株式会社ラボネットワーク 

（２）所在地 埼玉県川口市領家４-４-20 

（３）代表者の役職・氏名 代表取締役社長 櫻井 均 

（４）事業内容 

１. デザインアルバム出力 

２. 写真館向けプロプリント出力 

３. 学校・イベント写真出力 

４. 映像写真関連商品の卸売 

（５）資本金 201百万円 

（６）設立年月日 昭和 60年３月 

（７）大株主及び持株比率 株式会社キタムラ 100% 

（８）上場会社と 

当該会社との関係等 

資本関係 該当事項はありません。 

人的関係 該当事項はありません。 

取引関係 
当社は当該会社に、プリント出力を 

委託しております。 

関連当事者への該当状況 該当事項はありません。 

（９）当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態 

決算期 平成 24年３月期 平成 25年３月期 平成 26年３月期 

売上高 4,554 百万円 5,067 百万円 5,159 百万円 

経常利益 297百万円 328百万円 324百万円 

 

４. 本提携に関する日程 

（１）取締役会決議日 平成 27 年２月 12日 

（２）契約締結日 平成 27 年２月 12日 

 

５. 今後の見通し 

平成 26 年６月期の業績に与える影響は現時点では軽微なものと見込んでおりますが、中長期的に当社の業

績の向上に資するものと考えております。 
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